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別紙 

会計年度任用職員の任用時等の手続きについて 

 

１ 任用時の提出書類【各 2 部】 

   △は場合により必要な書類であることを示す。 

   ＊は同一年度内の再度の任用時に、省略できる書類を示す。 

 

(1) 任用願 様式２ ・任用される職名のものを利用すること 

(2) 履歴書 様式３ 

・写真(任用３か月以内撮影)貼付のこと 

 ただし、同一年度内の再度の任用時は、写真を省略す

ることができる 

・教員免許状授与時と姓が異なる場合や会計年度任用職

員として過去に勤務した時と姓が異なる場合等は､改

姓を記載させ、確認を取ること 

(3) 勤務証明書△＊ 
様式 

３－２ 

・会計年度任用職員として播磨西教育事務所管内で初め

て任用される者で、経験年数への加算に証明が必要な

場合に提出 

・やむを得ない事情(勤務先の倒産等)により、証明書が取

得できない場合は、申出書（様式３-３）を提出 
※県及び県内市町での勤務については、勤務証明書を不

要としていますが、確認のため該当市町へ勤務の確認

をする場合があります。ご了承願います。 

(4) 誓約書 様式４  

(5) 宣誓書   

(6) 身体検査書△＊ 様式５ 

・週当たりの勤務時間が 20 時間以上の者のみ必要 

・様式は、臨任用の健康診断票で代用可 

・県内公立学校等での定期健康診断受診結果の写しで代

用(原本証明が必要)する場合には、当時の所属が発行

する証明書が必要（P5 の記入例を参照） 

(7) 
資格を証する 

書類(写) 
－ 

・教員免許状、更新講習修了確認証明書等 

・原本証明が必要 

(8) 
住民票記載事項 

証明書＊ 
様式６ 

・住所が履歴書記載の住所と異なる場合は、理由を記し

た本人の申立書(様式任意)を添付 

・本籍の記載は不要 

(9) 
修士課程修了 

証明書△＊ 
－ 

・通常は不要であるが、専門Ｂ・Ｃの区分の場合に必要

となることがあります 

   ※必要か否か、事前にお問い合わせください 

・修了証(学位記)の写し(原本証明が必要)でも可 
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２ 任用願 

任用を願い出る職名を文中に記載する。 

令和５年度任用予定の会計年度任用職員の職名は以下のとおり。 

 

職名 
(任用願・退職願に記載する) 

区分 職種 

兵庫型学習システム推進員 

(兵庫型学習ｼｽﾃﾑ推進) 

教員Ａ 

(免許外教科担任解消担当) 

(特別支援学級加配) 

(専科教育充実) 

(学級運営改善) 

(指導方法の工夫改善) 

教科担当講師(主幹教諭補助) (主幹マネジメント) 教員Ａ 

育児短時間勤務職員補完職員 

(教諭、養護教諭、栄養教諭) 教員Ｂ 

(事務職員、栄養職員) 一般Ａ 

スクールカウンセラー  特別決定 

非常勤講師（初任教員研修）〔義務教〕  

教員Ｄ 非常勤講師（新規採用養護教員研修）  

非常勤講師（初任教員研修）〔幼稚園等〕  

講師 (免許外解消(時間額)) 教員Ｄ 

補助教員  一般Ｂ 

欠員補完教員  
教員 

ＡまたはＤ 

子ども多文化共生サポーター  教員Ｄ 

武道等指導推進員  専門Ｃ 
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３ 各書類作成時の注意事項 

(1) 履歴書 

  ①在家庭の期間も必ず記載すること。 

②前年度からの継続任用の者については、職歴欄の最後に現在発令されている辞令文言を

そのまま記載すること。 

 

《例》 平成３１年  ３月３１日   ☆☆☆株式会社定年退職 
      平成３１年  ４月  １日    在家庭 
     令和 元年  ４月  １日      △△センター○○○事務嘱託員 
     令和 ３年  ４月  １日      ○○○事務を嘱託（非常勤）する 
                                 △△センター勤務を命ずる 
                  ○○手当○○○円を給する 
                  任用期間は令和４年３月３１日までとする 

 

③職歴については、期間（特に退職日・期間終了日）がわかるよう記載すること。 

また、内申時に他の職に就いている場合、現職の退職予定日を記載すること。 

《例１》 令和５年３月２０日    △△電気㈱退職予定 

《例２》 令和５年３月３１日    ○○課会計年度任用職員退職予定 

 

④県及び関係団体等での職歴については、単に○○課勤務とだけ記すのでなく、臨時的任

用職員、日々雇用職員、事務嘱託員等、身分が分かるように記載すること。 

 

⑤他の書類と齟齬がないことを確認すること。 

  ・住民票と住所が異なる場合には、本人の申立書が別途必要となる。 

  ・教員免許状等と姓が異なる場合は、改姓を履歴書に記載させ、確認することが必要

となる。 

 

⑥写真（正面向き、上半身、3×4cm、任用前 3か月以内撮影のもの）を必ず添付するこ 

と。 
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(2) 勤務証明書 

播磨西教育事務所管内で初めて会計年度任用職員として任用する者の場合は、下表を参

考に、経験年数への加算に必要な場合について、太枠箇所の勤務証明書を取得すること。 

    ※ 教員Ｄ、一般Ａの場合は、（太枠箇所がないので）勤務証明書は不要である。 

    ※ 教員Ａ～Ｃの場合は、教員等としての経験が加算対象となる。従って、太枠箇所

として、他府県や私学の教員としての勤務証明書があれば加算対象となる。 

しかしこの場合でも、県内で臨時講師としての勤務が５年以上あれば、それで上

限となるので、太枠箇所の勤務証明書は不要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 身体検査書 

 ①週当たりの勤務時間が 20 時間以上の者の場合、提出が必要となる。 

複数の会計年度任用職員を兼ねることで、週当たりの勤務時間が 20 時間以上となる者の

場合も提出が必要となるので、留意すること。 

  ②所定の様式を使用すること。 

   ただし、臨任用の健康診断票の様式を使用してもよい。 

  ③検査については、任用予定日前３か月以内に、任意の医療機関で実施すること。 

  ④任用予定者に対して、身体検査書を医療機関から受け取る際には、必ず全項目記載され

ているか、その場で確認するよう事前に伝えること。 

なお、血液検査等で検査中の項目がある場合は、「検査中」と記入を受けて提出し検査

の結果が出た際に、医療機関の任意の様式により速やかに提出すること。 

⑤胸部エックス線フィルムの提出は不要であるが、必要に応じて後日提出を求めること

がある。 

⑥身体検査書の「総合判定」欄に「業務に従事できるものと認められる」や「勤務する

ことに支障がない」旨の記載がない場合は、再度、検査を依頼することになるので注

意すること。 

⑦任用予定日前１年以内に兵庫県もしくは、県内公立学校等で定期健康診断（公立学校共

済組合実施の人間ドックを含む）を受診した場合は、その受診結果の写しを身体検査書

に代えることができる。 

○＝加算可能、※＝関連する同一職務のみ加算可能、×＝加算不可

教員A 教員B 教員C 教員D

教員A ※ × ○ ○ ○ ※ × × × × × ※ × ※
教員B ※ × ○ ○ ○ ※ × × × × × ※ × ※

教員C ※ × ○ ○ ○ ※ × × × × × ※ × ※
教員D なし × × × × × × × × × × × × × ×

２年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×
６年 ○ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ○ ○ ※ ○ ※ ※ ※

うち当初3年 ３年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※
4,9,14年 ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※

２年 ○ ※ × × × × × × × ※ × ※ ※ ※
４年 ※ ※ × × × × × × × × ※ × × ×

注１） 関連する同一職務として、兵庫県以外の勤務経験を加算する場合は勤務証明が必要〔太枠箇所〕

注２） 月の中途に就職・退職がある月は、勤務した月として経験年数に加える。

注３） 号給に換算する際の経験年数の加算単位は１年単位（端数切捨て）

注４） 専門区分については、修士課程以降の学齢について修学調整を実施（証明書要）

特別
技労

専門

教育職

兵庫県（県費負担）

職種
上限加算

一般A
一般B

一般A 一般B

５年

兵庫県
密接公

社
民間

会計年度
正規/
臨任

教
育
職

特別技労専門

国・兵
庫県以
外の地
方公共
団体

非常勤
（特別

職、日々

雇用）
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   ＜代用する場合の注意事項＞ 

    ア 所定の様式に定められている検査項目を満たしていない場合は、その項目を追加

受診させること。ただし、年齢区分等によって検査をしてないものは除く。 

    イ 所属長による原本証明を行うこと。 

    ウ 定期健康診断受診時の所属が発行する「勤務に支障のある健康上の所見は認めら

れない」旨の証明書（様式任意。以下の例を参照。）を別紙で提出すること。 

※検査項目の異常の有無に関係なく必要となる 

《例》 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 住民票記載事項証明書 

  証明を受けた住所と履歴書記載の住所が異なる場合は、理由を記した本人の申立書(様式

任意)を添付すること。 

※会計年度任用職員については、「本籍」の記載は不要です。 

令和○年○月○日より、△△嘱託員として任用しています○○ ○○ 

については、勤務に支障のある健康上の所見は認められません。 

 

                   令和○年○月○日 

 

                   ○○市立△△校長  印 


